
単位：％
順位 都道府県名 割　　合

1 大　　　阪 102.9
2 愛　　　知 99.0
3 東　　　京 95.6
4 神　奈　川 94.1
5 埼　　　玉 92.9
6 岡　　　山 91.9
7 鹿　児　島 91.5
8 長　　　崎 91.0
9 兵　　　庫 90.5
9 福　　　岡 90.5
11 沖　　　縄 90.3
12 茨　　　城 90.0
13 北　海　道 89.9
14 静　　　岡 89.0
15 広　　　島 88.9
16 千　　　葉 88.6
17 大　　　分 87.8
18 熊　　　本 87.6 　　　　　　　立体横棒グラフ入る
19 香　　　川 87.5
20 群　　　馬 87.4
20 京　　　都 87.4
22 栃　　　木 87.2
23 青　　　森 85.9
23 宮　　　城 85.9
23 三　　　重 85.9
26 福　　　島 85.7
27 高　　　知 85.6
28 岩　　　手 85.5
29 山　　　形 85.4
30 秋　　　田 85.2
31 奈　　　良 85.1
32 富　　　山 84.9
33 長　　　野 84.7
34 和　歌　山 84.2
35 福　　　井 84.0
35 山　　　口 84.0
37 滋　　　賀 83.3
38 宮　　　崎 82.7
39 新　　　潟 82.3
40 石　　　川 81.8
41 山　　　梨 80.6
42 徳　　　島 80.5
43 島　　　根 79.6
44 佐　　　賀 77.7
45 鳥　　　取 76.2
46 岐　　　阜 75.1
46 愛　　　媛 75.1

全　　　国 86.6

　 ●資　　料：総務省統計局調査企画課「社会生活統計指標」
　

　 ●調査時点：平成12年度 　
　

　 ●調査周期：毎年 　
　

　 ●算出方法：経常経費充当一般財源/経常一般財源総額
　　　　十和田湖（青森県・秋田県）及び中海（鳥取県・島根　

●参 考：地方税、普通交付税等の経常一般財源が、人件費、公債費などのように容易に縮減する
　　　　のである。　　　ことの困難な経費にどの程度充当されているかによって財政構造の弾力性、硬直度を判断

　　　するものである。数値が低いほど、財政構造に弾力性があることを示す。

６０　　経常収支比率（県財政）
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